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（目的） 

第1条 この規程は、透明で公正な企業活動を目指し、浜松ウォーターシンフォニー株式会社（以下、

「当社」とする。）の事業活動に関する情報の開示について定めること等により、当社の事

業活動を市民の皆様に説明する責務が全うされるようにすることを目的とする。 

 

（情報公開） 

第 2 条 当社は、会社法（平成 17 年法律第 86 号）その他当社に適用のある法令で定めるところに

より、その保有する情報を記録した文書、図画又は電磁的記録を、別紙のとおり公開する。 

 

（情報開示） 

第 3 条 前条に基づき公開する情報に加え、開示請求に基づき開示する情報の対象、開示の求めの

手続き、不開示の範囲、及びその他の手続きについては、第 4条から第 11条までに定める。 

 

（開示対象） 

第 4 条 高い公共性を有する浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業に関し、当社の

役員又は従業員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録（電子的方式、磁

気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。以

下同じ。）であって、当社の役員又は従業員が組織的に用いるものとして、当社が保有して

いるもの（以下「下水道会社事業情報」という。）を開示の対象とする。 

 

（開示の求めの手続） 

第 5 条 開示の求めにあたっては、次に掲げる事項を日本語で記載した書面（以下「開示の求めの

書面」という。）を当社に提出して行う。 

一 名前及び住所（法人その他の団体にあっては、名称、開示の求めを行う者の名前及び事

務所又は事業所の所在地） 

二 開示の求めに係る下水道会社事業情報の内容 

2 当社は、開示の求めの書面に形式上の不備があると認めるときは、開示の求めを行った者

に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることがあり。この場合において、当社は、

開示の求めを行う者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努める。 

 

（下水道会社事業情報の開示） 

第 6 条 当社は、開示の求めがあったときは、開示の求めに係る下水道会社事業情報に次の各号に

掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き、開示

の求めを行う者に対し、当該下水道会社事業情報を開示するよう努める。 

一 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当

該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することがで

きるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることと

なるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、
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個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、人の生命、身体又は財産を保護す

るため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。 

二 当社以外の法人その他の団体（以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営

む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、身体又

は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。 

イ 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがあるもの 

ロ 当社の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであって、法

人等又は個人における通例として公にしないこととされているものその他の当該

条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であるとめら

れるもの 

三 当社、国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相

互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公にすることにより、率直な

意見の交換若しくは意思決定の中立性が損なわれるおそれ、国民の間に混乱を生じさせ

るおそれ又は特定の者に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

四 当社が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、次に掲げるお

それその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるもの 

イ 犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそ

れ 

ロ 監査、検査、取締り又は試験等に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にす

るおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にする

おそれ 

ハ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、当社の財産上の利益又は当事者としての

地位を害するおそれ 

ニ 当社に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

 

（下水道会社事業情報の存否に関する情報） 

第 7 条 開示の求めに対し、当該開示の求めに係る下水道会社事業情報が存在しているか否かを答

えるだけで、不開示情報を開示することとなるときは、当社は、当該下水道会社事業情報の

存否を明らかにしないことがある。 

 

（開示の求めに対する連絡等） 

第 8 条 当社は、開示の求めに係る下水道会社事業情報の全部又は一部を開示するときは、開示の

求めを行った者に対し、その旨及び開示の実施に関する必要事項を連絡する。 

2 当社は、開示の求めに係る下水道会社事業情報の全部を開示しないとき（前条の規定によ

り下水道会社事業情報の存否を明らかにしないとき及び開示の求めに係る下水道会社事業

情報を保有していないときを含む。）は、開示の求めを行った者に対し、その旨を連絡する。 
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3 前 2 項の連絡は、開示の求めがあった日から 30 日以内に行うよう努める。ただし、形式

上の不備があると認めるとき等、開示の求めを行った者に対し、相当の期間を定めて、補

正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

4 前項の規定にかかわらず、当社は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同

項に規定する期間を延長することがある。この場合において、当社は、開示の求めを行っ

た者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を連絡する。 

 

（再検討の求めの手続） 

第 9 条 開示の求めに対して当社が行った連絡について、当該求めを行った者は、当該連絡を受け

た日から 2週間以内に、当社に対して再検討の求めを行うことができる。 

2 再検討の求めにあたっては、次に掲げる事項を日本語で記載した書面を当社に提出して行

う。 

一 名前及び住所（法人その他の団体にあっては、名称、開示の求めを行う者の名前及び

事務所又は事業所の所在地） 

二 開示の求めに係る下水道会社事業情報の内容 

三 再検討を求める理由 

 

（再検討の求めに対する連絡等） 

第 10条 当社は、再検討の求めに対して、その理由にも配慮しつつ、再度、第４条、第 6条及び第

7 条の規定に照らして、開示・不開示等の判断を行ない、再検討の求めを行った者に対し、

その結果を連絡する。 

2 第 8条第 3項及び第 4項の規定は、前項の連絡について準用する。 

 

（手数料） 

第 11条 開示の求めを行う者又は下水道会社事業情報の開示を受ける者は、当社の定めるところに

より、それぞれ、開示の求めに係る手数料又は開示の実施に係る手数料を支払うものとする。 

手数料の額は、行政機関情報公開法（平成 11年法律第 42号）第 16条第 1項及び浜松市情

報公開条例（平成 13年浜松市条例第 32号）第 18条に準じる。 

 

 

附 則  本規程は、平成 30年 4月 1日から施行する。 
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【別紙】 

 

 一般公開する内容・頻度・方法 

項目 公開内容 公開内容のレベル 更新頻度 方法 

経営 
業務執行体制 経営、改築、維持管理に係る現場組織図 更新毎 Web 

地域貢献に関する基本方針 基本方針 更新毎 Web 

財務 
年度事業報告書 ダイジェスト版 1 回/年 Web 

財務報告書（BS/PL） 貸借対照表、損益計算書 1 回/年 Web 

改築 工事情報 工事計画 毎月 Web 

維持管理 

年間維持管理報告書 浜松市提出版から抜粋 1 回/年 Web 

環境レポート 省エネ活動結果等 1 回/2 年 
書面

Web 

運転状況 

流入水量、定期水質検査結果、二酸化炭

素排出量、使用電力量、汚泥の有効利用

状況 

毎月 Web 

施設見学の状況 施設見学の予定と結果 毎月 Web 

生物多様性を目的とした運転状況 放流口の上流、下流の写真 1 回/年 Web 

任意事業 養鰻パイロット事業 活動状況報告 毎月 Web 

その他 ニュースレター HWS の活動状況報告 2 回/年 Web 

セルフ 

モニタリング 
セルフモニタリング結果報告書 年間結果の要旨 1 回/年 Web 

 


